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(57)【要約】
　【課題】不正行為の行われたことを確実に発見可能で
あり、且つ不正行為の発見に必要なコストを低減可能と
する。
　【解決手段】　基板ケースを、対向するケース基体の
基体突設片に設けられた基体シール貼付部と、ケース蓋
体の蓋体突設片に設けられた蓋体シール貼付部に跨って
貼付されるＩＣタグシールで封印する構成において、両
シール貼付部の内、何れかを突設片に対して変位可能な
可動シール貼付部とし、他方を固定された固定シール貼
付部とし、両突設片を被覆すると共に両突設片から離脱
するときに可動シール貼付部とカバー連動手段によって
連動するカバー部材とを備え、両突設片からカバー部材
を離脱させると、可動シール貼付部が連動して固定シー
ル貼付部から離脱し、ＩＣタグシールを破断させ、ＩＣ
タグシールを切断するためのみに設けられる切断機構を
備えることなく封印解除の痕跡を残すことが可能となり
、且つコスト削減を実現する。
【選択図】　　図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ケース基体とケース蓋体を具備し、前記ケース基体とケース蓋体とを組み合わせて閉止
したときに形成される空間部に電気的作動装置を制御するための制御基板を収納する基板
ケースと、
　前記ケース基体の外側に突設された基体突設片と、
　前記ケース蓋体の外側に突設されると共に前記ケース基体とケース蓋体とを組み合わせ
て閉止したときに前記基体突設片と対向状態となる蓋体突設片と、
　該対向状態となった前記蓋体突設片及び前記基体突設片を被覆するように装着されるカ
バー部材と、を備え、
　前記基体突設片は、該基体突設片と前記蓋体突設片とが対向状態となったとき、ＩＣタ
グシールを該両突設片に跨って貼付するための基体シール貼付部を備え、
　前記蓋体突設片は、前記基体突設片と前記蓋体突設片とが対向状態となったとき、前記
ＩＣタグシールを該両突設片に跨って貼付するための蓋体シール貼付部を備え、
　前記蓋体シール貼付部および前記基体シール貼付部の一方は、その少なくとも一部が該
シール貼付部を備える前記突設片に対して移動可能な可動シール貼付部として構成され、
　前記蓋体シール貼付部および前記基体シール貼付部の内、前記一方ではない他方は、該
シール貼付部を備える前記突設片に対して固定された固定シール貼付部として構成され、
　前記カバー部材にて前記蓋体突設片および前記基体突設片を被覆すると、該カバー部材
と前記可動シール貼付部とを互いに係止するカバー連動手段、を備え、
　前記蓋体突設片及び前記基体突設片を被覆する前記カバー部材を該両突設片から離脱さ
せると、前記カバー連動手段により前記可動シール貼付部が連動して、前記固定シール貼
付部から離脱し、前記両突設片に跨って貼付された前記ＩＣタグシールを破断させる、こ
とを特徴とする遊技機。
【請求項２】
請求項１に記載の遊技機において、
　前記蓋体シール貼付部および前記基体シール貼付部の一方は、前記可動シール貼付部と
不動シール貼付部で構成され、前記蓋体突設片及び前記基体突設片を被覆する前記カバー
部材を該両突設片から離脱させると、前記可動シール貼付部は前記不動シール貼付部から
離脱し、前記一方のシール貼付部に貼付された前記ＩＣタグシールを破断させる、ことを
特徴とする遊技機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、基板ケースを備えた遊技機に関するものであり、より詳しくは、不正行為の
行われたことを確実に発見可能であり、且つ不正行為の発見に必要なコストを低減可能な
遊技機に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から遊技機は、当否抽選等によって遊技者が享受できる利益に影響を及ぼす制御を
司る各種制御基板を備えてきた。このような制御基板は、ケース基体とケース蓋体で構成
される基板ケースに収納されて、当該基板ケースが遊技機裏面側の所定位置に配設される
ことで、遊技機を構成するものである。一方、上述した各種制御基板に何らかの不正工作
を施し、或いは制御基板ごと不正な制御基板に交換するなどの不正行為を行うことで、不
正に大きな利益を享受することを狙った所謂ゴト行為が後を絶たなかった。このようなゴ
ト行為は、基板ケースのケース基体とケース蓋体を開けて行う必要があり、ゴト行為が行
われたことを速やかに認知することで被害を最小限に止めるために、基板ケースを封印す
る様々な工夫が為されてきた。例えば、基板ボックスを構成する上蓋部材とベース部材と
から各々突出して重合する複数の重合結合部を形成し、当該重合結合部を締結部材により
固着せしめて開封不能に封印し、重合結合部を切除しなければ開封できないようにした技



(3) JP 2012-192046 A 2012.10.11

10

20

30

40

50

術（例えば、特許文献１参照）などがある。
　しかし、開封の際の切除等で発生する破壊痕跡を、認知不能な程度に極めて巧みに止め
て、殆ど残らないようにすることで、遊技店等の発見を遅らせて、不正に大きな利益を得
るゴト事案が続発するようになった。これに対処するために、ＩＣタグシールをケース基
体とケース蓋体に跨って貼付することで基板ケースの封印手段とする技術が採用されるよ
うになった。詳述すると、ＩＣタグシールは、シール薄体の内部に、ＩＤ情報が格納され
たＩＣチップと、当該ＩＣチップから延設されて、ＩＤ情報を外部に向けて発信可能なア
ンテナ部を備えており、アンテナ部から発信されたＩＤ情報をＩＣタグリーダーで読み取
ることが可能となっている。基板ケースを開放するためには、ＩＣタグシールを剥がした
り、破いたりする必要があり、その際にアンテナ部が毀損することでＩＣタグリーダーで
の読み取りが正常には行われないことを根拠に、基板ケースの開放が行われたことを推察
することが可能となっている。また、ＩＣタグシールが剥がれたり、破れたりした異常な
状態が痕跡として残り、視覚的にも容易に確認可能となった。このＩＣタグシールを封印
手段として採用した基板ケースとして、ＩＣタグシールを破壊した場合にＩＤ情報の読み
取りを確実に不可能とすることを目的とした技術（例えば、特許文献２参照）が考案され
ている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平１０－２６３１７１号公報
【特許文献２】特開２０１０－１１５２２２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　前記特許文献２に記載された遊技機の基板ケースの場合、ケース基体及びケース蓋体の
各々設けられると共に、これらに跨ってＩＣタグシールを貼付する各貼付部を備えている
。更に、この各貼付部とは別に、ＩＣチップとアンテナ部とを接続する接続部を切断する
ための、刃上部７２、刃先５１、或いは切れ刃５１等の所謂切断機構も、別途備えている
。このように、各構成要素は、それぞれが単一の機能のみを有するように構成されている
ので、部品点数が必然的に多くなってしまう傾向にあった。このため、構造が複雑で組み
付け作業も煩雑となり、故障等の不具合も発生し易く、製造単価も高価となってしまう、
という問題があった。
　本願発明は係る課題に鑑みなされたものであり、ＩＣタグシールを貼付される貼付部の
機能と、ＩＣタグシールを切断する切断機構の機能とを併せ持つ可動シール貼付部材を、
ケース基体又はケース蓋体とは分離可能な別構成で備えることで、専ら切断するためのみ
の切断機構を備えないことにより部品点数の減少を図り、これによって組み付け作業を簡
素化し、不具合の発生を抑え、さらに製造コストを削減しつつ、不正行為による被害を極
力抑えることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記課題を解決するためになされた本発明の請求項１記載の遊技機は、ケース基体とケ
ース蓋体を具備し、前記ケース基体とケース蓋体とを組み合わせて閉止したときに形成さ
れる空間部に電気的作動装置を制御するための制御基板を収納する基板ケースと、前記ケ
ース基体の外側に突設された基体突設片と、前記ケース蓋体の外側に突設されると共に前
記ケース基体とケース蓋体とを組み合わせて閉止したときに前記基体突設片と対向状態と
なる蓋体突設片と、該対向状態となった前記蓋体突設片及び前記基体突設片を被覆するよ
うに装着されるカバー部材と、を備え、前記基体突設片は、該基体突設片と前記蓋体突設
片とが対向状態となったとき、ＩＣタグシールを該両突設片に跨って貼付するための基体
シール貼付部を備え、前記蓋体突設片は、前記基体突設片と前記蓋体突設片とが対向状態
となったとき、前記ＩＣタグシールを該両突設片に跨って貼付するための蓋体シール貼付
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部を備え、前記蓋体シール貼付部および前記基体シール貼付部の一方は、その少なくとも
一部が該シール貼付部を備える前記突設片に対して移動可能な可動シール貼付部として構
成され、前記蓋体シール貼付部および前記基体シール貼付部の内、前記一方ではない他方
は、該シール貼付部を備える前記突設片に対して固定された固定シール貼付部として構成
され、前記カバー部材にて前記蓋体突設片および前記基体突設片を被覆すると、該カバー
部材と前記可動シール貼付部とを互いに係止するカバー連動手段、を備え、前記蓋体突設
片及び前記基体突設片を被覆する前記カバー部材を該両突設片から離脱させると、前記カ
バー連動手段により前記可動シール貼付部が連動して、前記固定シール貼付部から離脱し
、前記両突設片に跨って貼付された前記ＩＣタグシールを破断させる、ことを特徴とする
。
【０００６】
　請求項２に記載の本発明は、請求項１に記載の遊技機において、前記蓋体シール貼付部
および前記基体シール貼付部の一方は、前記可動シール貼付部と不動シール貼付部で構成
され、前記蓋体突設片及び前記基体突設片を被覆する前記カバー部材を該両突設片から離
脱させると、前記可動シール貼付部は前記不動シール貼付部から離脱し、前記一方のシー
ル貼付部に貼付された前記ＩＣタグシールを破断させる、ことを特徴とする。
【発明の効果】
【０００７】
　請求項１に記載の遊技機によれば、基体突設片に備えられた基体シール貼付部と、蓋体
突設片に備えられた蓋体シール貼付部の、何れか一方を突設片から移動不能な固定シール
貼付部とし、他方を移動可能な可動シール貼付部として、該可動シール貼付部をカバー部
材が基体突設片及び蓋体突設片から離脱する際に連動することで、固定シール貼付部から
可動シール貼付部に跨って貼付されたＩＣタグシールを双方の貼付部が引っ張り、破断（
切断）することが出来、これにより、専らＩＣタグシールを切断するためだけの切断機構
を備えることなくＩＣタグシールを破断出来る。したがって、部品点数が削減し、取り付
け作業が軽減して、コストダウンを実現しつつ、不正な封印解除を視覚的に発見可能な機
能を維持することが出来る。
【０００８】
　さらに、蓋体シール貼付部と基体シール貼付部のうち、何れか一方を可動シール貼付部
とし、他方を固定シール貼付部とすることが出来るので、ＩＣタグシールの貼付作業や開
封作業、或いは不正確認作業の際に利便性の高い設定とすることが可能であって、自由な
設計を可能とすることができる。
【０００９】
　請求項２に記載の遊技機は、ＩＣタグシールの破断が２個所で発生し、当該箇所が異な
る視野において視認可能となっている。つまり、可動シール貼付部と固定シール貼付部と
の間での破断と、可動シール貼付部と不動シール貼付部との間での破断の２種類の破断が
発生し、例えば前者は俯瞰視した状態で視認容易であり、これに対して後者は前方視した
状態で視認容易となり、開封の痕跡を他方向から視認することが可能となる。したがって
、不正に開封された際には、より確実に且つ速やかに不正を発見することが出来る。
【００１０】
　さらに、ＩＣタグシールの破断が２個所で発生可能とすることで、何らかの原因により
、一方の破断が行われなかった場合でも、他方の破断が完了することによって痕跡を残す
ことが出来、確実に開封を確認することが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明を適用した第１の実施形態のパチンコ機１の裏面図
【図２】パチンコ機１の電気構成図
【図３】ＩＣタグシールの構成を説明する概略説明図
【図４】本実施例の基板ケースの組み付け状態を説明する概略斜視図
【図５】実施例１の基板ケースを備えた主制御装置２０の構成を説明する概略斜視図
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【図６】実施例１の基体突設片７２、及び蓋体突設片８２の組み付け状態を説明する概略
斜視図
【図７】実施例１における本発明のカバー部材、固定シール貼付部及び可動シール貼付部
の作用を説明する概略説明図
【図８】実施例２の基体突設片７２及び蓋体突設片１８２の組み付け状態を説明する概略
斜視図
【図９】実施例２における本発明のカバー部材、固定シール貼付部、不動シール貼付部及
び可動シール貼付部の作用を説明する概略説明図
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下に本発明の好適な実施形態について説明する。なお、本発明の実施の形態は下記の
実施例に何ら限定されるものではなく、本発明の技術的範囲に属する種々の形態を採るこ
とができ、各実施例に記載された内容を適宜組み合わせることが可能なことはいうまでも
ない。
［実施例１］
【００１３】
　本発明を適用した実施形態の遊技機たるパチンコ機を説明する。なお、本発明の特徴は
パチンコ機裏面側に設けられた基板ケースの構成にあり、本実施形態におけるパチンコ機
の遊技盤等を含む前面側の構成は、一般的なパチンコ機に採用される周知技術であるため
、正面図及び遊技盤等の図面及び詳細な説明は割愛し、概略構成のみ説明する。
【００１４】
　図1は、本発明を適用した第１の実施形態のパチンコ機の裏面図である。図１に示すよ
うに、パチンコ機１の裏側は、縦長の固定外郭保持枠をなす外枠２にて構成の各部を保持
する構造としてある。さらに、図示しない遊技盤を脱着可能に取り付ける内枠３が収納さ
れている。内枠３は、図示しない前枠と同様に、一方の側縁（図示右側）の上下位置が前
記外枠２にヒンジ結合され開閉可能に設置されている。内枠３には、遊技球流下通路が形
成されており、上方(上流)から球タンク１１、タンクレール１２、払出ユニット１３が設
けられ、払出ユニット１３の中には払出装置が設けられている。この構成により、図示し
ない遊技盤に配設された何れかの入賞口に遊技球が入賞すれば、球タンク１１からタンク
レール１２を介して所定個数の遊技球（賞球）が払出ユニット１３により払出球流下通路
を通り、パチンコ機１の表側に設けられた上皿（図示しない）に払い出される。また、本
実施形態では前記賞球を払い出す払出ユニット１３により、貸出ボタンの操作で払い出さ
れる貸球も払い出す構成としてある。また、パチンコ機１の裏側には、主制御装置２０、
払出制御装置２１、演出図柄制御装置２２、サブ統合制御装置２３、発射制御装置２４、
電源基板２５が設けられている。演出図柄制御装置２２、サブ統合制御装置２３はサブ制
御装置に該当する。これらの各種制御装置等は、電気的作動装置等を制御するための制御
基板と、該制御基板を収容する基板ケースを備える。さらに、本実施形態では、主制御装
置２０が本発明の要部である基板ケースを備えるものである。なお、本発明の基板ケース
を、主制御装置２０に限定せず、払出制御装置２１、演出図柄制御装置２２、サブ統合制
御装置２３、発射制御装置２４、電源基板２５に備えるようにしても良い。本発明の基板
ケースは、遊技機としてのパチンコ機１に設けられた後述する各種電気的作動装置を制御
するための制御基板を収納するものである。
【００１５】
　主制御装置２０、演出図柄制御装置２２、サブ統合制御装置２３は遊技盤に設けられ、
払出制御装置２１、発射制御装置２４、電源基板２５は内枠３に設けられている。図１で
は発射制御装置２４は、払出制御装置２１に遮蔽されて設けられている。
【００１６】
　また、球タンク１１の右側には、外部接続端子板１４が設けてあり、外部接続端子板１
４により、遊技状態や遊技結果を示す信号がホールコンピュータ１５（図２参照）へ送ら
れる。なお、従来はホールコンピュータへ信号を送信するための外部接続端子板には、盤
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用(遊技盤側から出力される信号をホールコンピュータへ出力するための端子)と枠用（枠
側（前枠、内枠３、外枠２）から出力される信号をホールコンピュータへ出力するための
端子）の２種類を用いていたが、本実施形態では、ひとつの外部接続端子板１４を介して
遊技状態や遊技結果を示す信号をホールコンピュータへ送信する。
【００１７】
　図２は、本実施例のパチンコ機１の電気的構成図である。パチンコ機１の各種電気的作
動装置に係る電気的構成は、図示のとおり、主制御装置２０を中心にして構成されている
。なお、このブロック図には、単に信号を中継するだけのためのいわゆる中継基板及び電
源回路等は記載していない。また、詳細の図示は省略するが、主制御装置２０、払出制御
装置２１、演出図柄制御装置２２、サブ統合制御装置２３のいずれもＣＰＵ、ＲＯＭ、Ｒ
ＡＭ、入力ポート、出力ポート等を備えているが、本実施例では発射制御装置２４にはＣ
ＰＵ、ＲＯＭ、ＲＡＭは設けられていない。しかし、これに限るわけではなく、発射制御
装置２４にＣＰＵ、ＲＯＭ、ＲＡＭ等を設けてもよい。さらに、スイッチは、便宜上、Ｓ
Ｗと省略して記載する場合がある。
【００１８】
　主制御装置２０には、遊技盤に配設された第１特図始動口（図示しない）に入球した遊
技球を検出する第１始動口スイッチ３０、第２特図始動口（図示しない）に入球した遊技
球を検出する第２始動口スイッチ３１、普通図柄を作動させる普図始動口（図示しない）
に入球した遊技球を検出する普図作動スイッチ３２、大入賞口（図示しない）に入球した
遊技球を計数するためのカウントスイッチ３３、普通入賞口（図示しない）に入球した遊
技球を検出する左入賞口スイッチ３４、右入賞口スイッチ３５等の検出信号が、主制御装
置２０に入力されるよう構成されている。
【００１９】
　主制御装置２０は搭載しているプログラムに従って動作して、上述の検出信号などに基
づいて遊技の進行に関わる各種のコマンドを生成して払出制御装置２１及びサブ統合制御
装置２３に出力する。
　また主制御装置２０は、図柄表示装置中継端子板２６を介して接続されている第１特図
表示装置９、第２特図表示装置１０、普図（普通図柄）表示装置７の表示及び普図保留数
表示装置８の点消灯を制御する。
【００２０】
　更に、主制御装置２０は、大入賞口ソレノイド３６を制御することで大入賞口の開閉を
制御し、普電役物ソレノイド３７を制御することで第２特図始動口の開閉を制御する。
　主制御装置２０からの出力信号は試験信号端子（図示しない）にも出力される他、図柄
変動や大当り（特別遊技ともいう）等の管理用の信号が外部接続端子板１４に出力されて
ホールコンピュータ１５に送られる。主制御装置２０と払出制御装置２１とは双方向通信
が可能に構成されている。
【００２１】
　払出制御装置２１は、主制御装置２０から送られてくるコマンドに応じて払出モータ４
０を駆動させて賞球を払い出させる。本実施例においては、賞球として払い出される遊技
球を計数するための払出スイッチ４１の検出信号は払出制御装置２１に入力され、払出制
御装置２１で賞球の計数が行われる構成を用いる。この他にも主制御装置２０と払出制御
装置２１に払出スイッチ４１の検出信号が入力され、主制御装置２０と払出制御装置２１
の双方で賞球の計数を行う構成を用いることも考えられる。
【００２２】
　なお、払出制御装置２１はガラス枠開放スイッチ４２、内枠開放スイッチ４３、満杯ス
イッチ４４、球切れスイッチ４５からの信号が入力され、満杯スイッチ４４により下皿（
図示しない）が満タンであることを示す信号が入力された場合及び球切れスイッチ４５に
より球タンク１１に遊技球が少ないあるいは無いことを示す信号が入力されると払出モー
タ４０を停止させ、賞球の払出動作を停止させる。なお、満杯スイッチ４４、球切れスイ
ッチ４５も、その状態が解消されるまで信号を出力し続ける構成になっており、払出制御
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装置２１は、その信号が出力されなくなることに起因して払出モータ４０の駆動を再開さ
せる。
【００２３】
　また、払出制御装置２１はＣＲユニット端子板４６を介してＣＲユニット（プリペイド
カードユニット）４７と交信することで払出モータ４０を作動させ、貸し球を排出する。
払出された貸し球は払出スイッチ４１に検出され、検出信号は払出制御装置２１に入力さ
れる。なお、ＣＲユニット端子板４６は精算表示装置４８とも双方向通信可能に接続され
ており、精算表示装置４８には、遊技球の貸出しを要求するための球貸スイッチ４９、精
算を要求するための精算スイッチ５０、残高表示器（図示しない）が接続されている。
【００２４】
　また、払出制御装置２１は、外部接続端子板１４を介して賞球に関する情報、枠（内枠
３、前枠）の開閉状態を示す情報などをホールコンピュータに送信するほか、発射制御装
置２４に対して発射停止信号を送信する。
　なお本実施例では遊技球を払い出す構成であるが、入賞等に応じて発生した賞球を払い
出さずに記憶する封入式の構成にしても良い。
【００２５】
　発射制御装置２４は発射モータ５１を制御して、遊技球を遊技領域に発射させる。なお
、発射制御装置２４には払出制御装置２１以外に発射ハンドル（図示しない）からの回動
量信号（図示しない）、タッチスイッチ５２からのタッチ信号、発射停止スイッチ５３か
らの発射停止信号が入力される。
　回動量信号は、遊技者が発射ハンドルを操作することで出力され、タッチ信号は遊技者
が発射ハンドルに触ることで出力され、発射停止スイッチ信号は、遊技者が発射停止スイ
ッチ５３を押すことで出力される。なお、タッチ信号が発射制御装置２４に入力されてい
なければ、遊技球は発射できないほか、発射停止スイッチ信号が入力されているときには
、遊技者が発射ハンドルを触っていても遊技球は発射できないようになっている。
【００２６】
　サブ統合制御装置２３はサブ制御装置に該当し、主制御装置２０から送信されてくるデ
ータ及びコマンドを受信し、それらを演出表示制御用、音制御用及びランプ制御用のデー
タに振り分けて、演出表示制御用のコマンド等は演出図柄制御装置２２に送信し、音制御
用及びランプ制御用は自身に含まれている各制御部位（音声制御装置及びランプ制御装置
としての機能部）に分配する。そして、音声制御装置としての機能部は、音声制御用のデ
ータに基づいて音ＬＳＩを作動させることによってスピーカ５４からの音声出力を制御し
、ランプ制御装置としての機能部はランプ制御用のデータに基づいてランプドライバを作
動させることによって各種ＬＥＤ、ランプ５５を制御する。　また、サブ統合制御装置２
３には、演出ボタン５６が接続されており、遊技者が演出ボタン５６を操作した際には、
その信号がサブ統合制御装置２３に入力される。さらに、サブ統合制御装置２３には、音
量調節スイッチ５７からの信号が入力されることにより、スピーカ５４の音量を調節可能
に構成されている。
【００２７】
　サブ統合制御装置２３と演出図柄制御装置２２とは双方向通信が可能である。
　演出図柄制御装置２２は、サブ統合制御装置２３から受信したデータ及びコマンド（共
に主制御装置２０から送信されてきたものとサブ統合制御装置２３が生成したものとがあ
る）に基づいて演出図柄表示装置６を制御して、擬似図柄等の演出画像を演出図柄表示装
置６の画面に表示させる。
【００２８】
　以上、本発明の遊技機の一例として、本実施形態のパチンコ機１の基本的な構成を説明
してきた。ここで、本発明の要部が、封印解除の際に切断する対象としてのＩＣタグシー
ルについて、予め説明する。
【００２９】
　図３は、本発明の要部が切断する対象としての、ＩＣタグシールの構成を説明する概略
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説明図である。図３に示すように、ＩＣタグシール６０は、略矩形状の薄体で形成された
シール基体６０ｃと、該シール基体６０ｃの略中央位置に設けられて固有のＩＤ情報が記
録されたＩＣチップ６０ａと、該ＩＣチップ６０ａから、図示右斜め上方向及び左斜め下
方向に向かって夫々帯状に延設されるアンテナ部６０ｂと、該アンテナ部６０ｂ上且つＩ
Ｃチップ６０ａから図示左斜め下方向に向かって線状に設けられる接続部６０ｄを備える
。
　接続部６０ｄは、ＩＣチップ６０ａとアンテナ部６０ｂとを電気的に接続状態とし、こ
れにより、ＩＣチップ６０ａは、記録されたＩＤ情報をアンテナ部６０ｂを介して送信可
能に構成されている。このように構成されるＩＣタグシール６０に対して、ＩＣチップ６
０ａのＩＤ情報を外部から読取装置によって読み取ることが可能となっている。これによ
り、読取装置による読み取り結果から、ＩＣチップ６０ａの真贋判定や、ＩＣタグシール
６０の状態判定を行うことが出来る。本発明の要部である基板ケースにも、このようなＩ
Ｃタグシール６０が封印手段として採用されている。本実施例では、上述したように、主
制御装置２０が本発明の要部である基板ケースを備えるものであり、次に当該基板ケース
の構成について説明する。
【００３０】
　図４は、本実施例の基板ケースの組み付け状態を説明する概略斜視図である。なお、図
４に示す主制御装置２０は、本発明の要部を説明する上で必要としない構成を図１の主制
御装置２０から割愛して示したものである。また、本発明の特徴は、上述したように、主
制御装置２０に限定したものではなく、他の制御装置であっても、ＩＣタグシールを封印
手段とする本発明の基板ケースを備えるものであれば良い。
　図４に示すように、本実施例の主制御装置２０は、少なくともケース基体７０とケース
蓋体８０を具備してなる。ケース基体７０とケース蓋体８０を組み合わせて本発明の基板
ケースが構成されている。当該基板ケースは、パチンコ機１に設けられた各種電気的作動
装置の制御機能を司る図示しない制御基板を、内部に形成された空間に収納可能となって
いる。さらに、ケース基体７０とケース蓋体８０を組み合わせて封印する手段としての上
述したＩＣタグシール６０を被覆するシールカバー６５も備える。
【００３１】
　図５を参照して、基板ケースを備えた主制御装置２０の構成についてさらに説明する。
図５は、本実施例の基板ケースを備えた主制御装置２０の構成を説明する概略斜視図であ
る。本実施例の主制御装置２０の基板ケースは、ケース基体７０、ケース蓋体８０、及び
カバー部材としてのシールカバー６５を備える。さらに、ケース基体７０は、制御基板を
収容する基体本体部７１と、該基体本体部７１の上部に基体突設片７２を備え、ケース蓋
体８０は、同じく制御基板を収容する蓋体本体部８１と、該蓋体本体部８１の上部に蓋体
突設片８２を備える。
【００３２】
　次に本実施例の、ケース基体７０の基体本体部７１は、図示前面が開口した底の浅い箱
状に形成され、図示左右の立ち上がり部には、略逆Ｌ字状に形成された係止凸部７５が４
箇所設けられている。
　また、基体本体部７１の外側且つ上部には、上述したように、基体突設片７２が設けら
れている。
　ここで、本実施例の基体突設片７２について説明する。基体突設片７２は、基体突設片
基部７２ｃと、該基体突設片基部７２ｃの図示左側端部に当接して設けられた左基体カバ
ー支持部７４ａと、右側端部に当接して設けられた右基体カバー支持部７４ｂと、を備え
る。
　基体突設片基部７２ｃは、基体本体部７１の上部から図示上方に向かって、所定の高さ
で形成されている。より詳述すると、基体突設片基部７２ｃは、基体本体部７１の上部の
立ち上がり部から、上方すなわち基体本体部７１の外側方向に向かって、所定の高さまで
薄板状に立ち上がり形成され、次いで手前側に向かって略直角に折れ曲がって平面部が形
成されてなる。基体突設片基部７２ｃは、基体本体部７１の上部に一体的に固着されてな
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る。換言すれば、本実施例の基体突設片基部７２ｃは、断面略逆Ｌ字の薄板状に形成され
ている。さらに、基体突設片基部７２ｃは、その外側部すなわち、図示上部から図示しな
い裏面部に亘って、所定の幅の浅い溝状に形成されてなる、ＩＣタグシール６０が貼付さ
れるための基体シール貼付部７２ｂを備えている。前記所定の幅は、ＩＣタグシール６０
の幅より僅かに大きな寸法で設定されている。ＩＣタグシール６０を貼付する際に、当該
溝部の中に貼付するようにすることで、大きくずれて貼付されることを防止するようにし
ている。当該溝部はＩＣタグシール６０の貼付位置の目安となるものである。
【００３３】
　次に、基体突設片７２を構成する、左基体カバー支持部７４ａと右基体カバー支持部７
４ｂについて説明する。上述したように、基体突設片基部７２ｃの左右両側部に当接する
位置に、一対の左基体カバー支持部７４ａと右基体カバー支持部７４ｂが設けられている
。左基体カバー支持部７４ａは、縦長の略直方体状に形成されると共に、上部半分が上方
に向かって先細りする傾斜状に形成されてなる。右基体カバー支持部７４ｂは、左基体カ
バー支持部７４ａと対称に形成されている。このように傾斜状に形成された左基体カバー
支持部７４ａと右基体カバー支持部７４ｂが、基体突設片基部７２ｃを挟んで設けられて
いることにより、後述するシールカバー６５を前記傾斜に沿わせて下降させることで、容
易に被せることが出来る。また、左基体カバー支持部７４ａと右基体カバー支持部７４ｂ
は、シールカバー６５の凹部の内側に丁度嵌入できるように構成されている。
【００３４】
　次いで、ケース蓋体８０の蓋体本体部８１は、図示しない裏面部が開口し、断面凸字状
の、且つ箱状に形成されている。また、蓋体本体部８１の裏面側には、上述したケース基
体７０の係止凸部７５に対応して、該係止凸部７５が挿入且つ図示上下方向にスライドす
ることによって、ケース基体７０とケース蓋体８０を組み合わせて閉止することが可能な
、図示しない係止凹部が４箇所設けられている。なお、このようにケース基体７０とケー
ス蓋体８０が組み合わされて閉止されたことにより形成される内部空間に、上述した制御
基板（図示しない）が収納される。また、該制御基板は、ケース基体７０とケース蓋体８
０の何れに取り付けられる構成であっても良い。
【００３５】
　本実施例では、蓋体本体部８１の外側且つ上部には、一部の構成（左蓋体カバー支持部
８４ａ及び右蓋体カバー支持部８４ｂ）を除いて、蓋体本体部８１とは別体で構成されて
分離可能な、蓋体突設片８２を備える。
　本実施例の蓋体突設片８２は、蓋体本体部８１に一体的に設けられた左蓋体カバー支持
部８４ａ及び右蓋体カバー支持部８４ｂと、蓋体突設片基部８２ｃと、該蓋体突設片基部
８２ｃの図示左側端部に当接して一体的に設けられた左ガイド部９４と、左ガイド弾性部
９４ａと、蓋体突設片基部８２ｃの図示右側端部に当接して一体的に設けられた右ガイド
部９５と、右ガイド弾性部９５ａと、で構成されてなる。
【００３６】
　先ず、左蓋体カバー支持部８４ａ及び右蓋体カバー支持部８４ｂについて説明する。蓋
体本体部８１の外側且つ上部には、図示左右側方に各々、断面長方形の角柱状に形成され
てなる一対の、左蓋体カバー支持部８４ａ及び右蓋体カバー支持部８４ｂが立設されてい
る。左蓋体カバー支持部８４ａ及び右蓋体カバー支持部８４ｂの内側の離隔距離は、後述
する蓋体突設片基部８２ｃの図示（図６（Ａ）参照）左右幅寸法より僅かに大きく形成さ
れており、併せて、ケース基体７０とケース蓋体８０が組み合わされて閉止された際に、
左基体カバー支持部７４ａと左蓋体カバー支持部８４ａとの間隙、並びに、右基体カバー
支持部７４ｂと右蓋体カバー支持部８４ｂとの間隙が、カバー連動手段としての左ガイド
弾性部９４ａ及び右ガイド弾性部９５ａの図示奥行き寸法よりも僅かに大きく形成されて
いる。さらに、左蓋体カバー支持部８４ａ及び右蓋体カバー支持部８４ｂの高さは、蓋体
突設片基部８２ｃ、左ガイド弾性部９４ａ及び右ガイド弾性部９５ａを、左蓋体カバー支
持部８４ａ及び右蓋体カバー支持部８４ｂに当接しながら嵌め込んで、図６（Ｂ）のよう
に装着したとき、左ガイド部９４及び右ガイド部９５の下面部を、左蓋体カバー支持部８
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４ａ及び右蓋体カバー支持部８４ｂの上面部で、丁度支持する高さとなっている。このよ
うに構成されることにより、上述したように装着状態となった際には、本実施例の蓋体突
設片８２が、安定した姿勢を維持可能となっている。これと共に、本実施例のシールカバ
ー６５を装着した際に、好適な嵌め合い状態となるようにも機能するようになっている。
【００３７】
　次に、左蓋体カバー支持部８４ａ及び右蓋体カバー支持部８４ｂ以外の蓋体突設片８２
の構成について説明する。
　本実施例の蓋体突設片基部８２ｃは、上述した基体突設片基部７２ｃとは略対称の構成
となっている。すなわち、蓋体突設片基部８２ｃは、蓋体本体部８１の上部から図示上方
に向かって、所定の高さで形成されている。つまり、蓋体突設片基部８２ｃは、蓋体本体
部８１の上部の立ち上がり部から、上方すなわち蓋体本体部８１の外側方向に向かって、
所定の高さまで薄板状に立ち上がり形成され、次いで奥側に向かって略直角に折れ曲がっ
て平面部が形成されてなる。本実施例の蓋体突設片基部８２ｃは、断面略逆Ｌ字の薄板状
に形成されている。さらに、蓋体突設片基部８２ｃは、その外側部すなわち、図示上部か
ら図示表面部に亘って、所定の幅の浅い溝状に形成されてなる、ＩＣタグシール６０が貼
付されるための蓋体シール貼付部８２ｂを備えている。基体シール貼付部７２ｂと同様に
、前記所定の幅は、ＩＣタグシール６０の幅より僅かに大きな寸法で設定されている。Ｉ
Ｃタグシール６０を貼付する際に、当該溝部はＩＣタグシール６０の貼付位置の目安とな
る点も、基体シール貼付部７２ｂと同様である。
【００３８】
　左ガイド部９４は、図示略矩形状且つ薄板状に形成されると共に、蓋体突設片基部８２
ｃの左側端部の上部に直交し且つ当接して設けられる。該左ガイド部９４の下面部の手前
側部分は、上述したように、基体突設片７２と蓋体突設片８２が対向した状態に配置され
た際、左蓋体カバー支持部８４ａの上面部に支持されるように構成されている。
【００３９】
　また、左ガイド弾性部９４ａは、縦長の矩形状薄板で形成され、図示のとおり、その上
辺部が左ガイド部９４の下辺部且つ蓋体突設片基部８２ｃの左側端部に当接する位置に固
着されている。また、上辺部を起点として左側方且つ下方に向かって傾斜して形成（図７
参照）される。左ガイド弾性部９４ａの奥行き幅は、左基体カバー支持部７４ａ及び左蓋
体カバー支持部８４ａの間隙よりも僅かに小さな寸法で形成される。また、左ガイド弾性
部９４ａの上下方向の高さは、シールカバー６５が被せられて装着された際に、後述する
係止部６５ａによって係止される大きさで形成されている。
　このように構成される左ガイド弾性部９４ａは、加圧により一旦は変形し、除圧される
と現状復帰する弾性部材により形成される。これにより、シールカバー６５が被せられて
いく過程において、係止部６５ａが左ガイド弾性部９４ａを右方向に向かって加圧するこ
とで、左ガイド弾性部９４ａは下端部が右方向に変位して、すなわち左ガイド弾性部９４
ａ全体の傾斜が緩くなる方向に変形して、シールカバー６５の装着が完了する位置まで到
達すると、図７に示すような状態に係止されることで、左ガイド弾性部９４ａへの加圧の
少なくとも一部が除圧されて、少なくとも現状に近い状態に復帰する。本実施例では、当
該状態においても、完全な現状復帰となっていないことで、左ガイド弾性部９４ａの下端
部がシールカバー６５を左方向に、すなわち内側から外側に向かって加圧している。これ
により、係止部６５ａによる係止に加えて、より強く係止される。
【００４０】
　上述した左ガイド部９４及び左ガイド弾性部９４ａと、右ガイド部９５及び右ガイド弾
性部９５ａは、対称の構成及び作用を為すものであり、説明を割愛する。
　但し、上述した左ガイド弾性部９４ａの作用は、右ガイド弾性部９５ａの作用と共に為
される、共同作用として発生するものであり、左ガイド弾性部９４ａ及び右ガイド弾性部
９５ａは、本発明のカバー連動手段である。
　また、上述したように、左ガイド部９４と右ガイド部９５は蓋体突設片基部８２ｃの左
右両側端部に当接するように設けられており、また蓋体突設片基部８２ｃと基体突設片基
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部７２ｃは対称構造となっている。これにより、基体突設片７２と蓋体突設片８２が対向
状態に位置して組み合わせられた際（図６参照）、左ガイド部９４の後方右側面部及び、
右ガイド部９５の後方左側面部によって、基体突設片基部７２ｃの上部の平板部の前方両
側端部を挟み込むように作用する。これによって、基体突設片７２と蓋体突設片８２が対
向状態に位置したときに、蓋体突設片基部８２ｃの姿勢を一定に保つことが容易となるよ
うに構成されている。
【００４１】
　さらに、蓋体突設片基部８２ｃには、蓋体シール貼付部８２ｂが設けられている。具体
的な構成は、上述したように蓋体突設片基部８２ｃと基体突設片基部７２ｃとが対称構造
であることから、基体シール貼付部７２ｂと対称であるため、説明を割愛する。
【００４２】
　次に、本発明のカバー部材としてのシールカバー６５の構成について説明する。シール
カバー６５は、略直方体状且つ下方に向かって開口した箱状に形成され、図示（図７参照
）左右の立下り部の最下部には内側に向かって、上述した楔状の係止部６５ａ、及び係止
部６５ｂを備える。また、シールカバー６５は、図６（Ｂ）に示すように、対向状態に位
置する基体シール貼付部７２ｂ及び蓋体シール貼付部８２ｂに跨って貼付されたＩＣタグ
シール６０を被覆すると共に、基体突設片７２及び蓋体突設片８２を完全に内部に収容し
た状態で、係止部６５ａ及び係止部６５ｂによって左ガイド弾性部９４ａ及び右ガイド弾
性部９５ａを係止可能に構成されている。
　なお、本実施例の係止部６５ａ及び係止部６５ｂは、シールカバー６５の図示前後方向
の全域に亘って設けられているのではなく、左ガイド弾性部９４ａ及び右ガイド弾性部９
５ａに対応する箇所にのみ突設されている。このようにすることにより、シールカバー６
５の図示した左右の内壁と、左基体カバー支持部７４ａ及び、右基体カバー支持部７４ｂ
との夫々の外壁部との間隙を少なく出来、シールカバー６５を確実に装着することが出来
る。
【００４３】
　では、このように構成される本実施例の基体突設片７２及び蓋体突設片８２の組み付け
方法及び基板ケースの封印方法等を、図６も参照して説明する。図６は、本実施例の基体
突設片７２、及び蓋体突設片８２の組み付け状態を説明する概略斜視図である。
　先ず、図５に示すように、ケース基体７０の基体本体部７１又はケース蓋体８０の蓋体
本体部８１の何れか所定の側に、本実施例のパチンコ機１に係る各種電気的作動装置を制
御するための制御基板を取り付ける。制御基板の取り付けが完了したら、ケース基体７０
とケース蓋体８０を相互に対向して突合せ、ケース基体７０の４箇所の係止凸部７５を、
図示しない４箇所の係止凹部に組み合わせて閉止する。当該閉止状態にある基体本体部７
１及び蓋体本体部８１の上部構造を図６（Ａ）に示す。当該閉止状態となると、次に、蓋
体突設片８２のうちで、蓋体本体部８１に固着された左蓋体カバー支持部８４ａ及び右蓋
体カバー支持部８４ｂを除く別体構成としての蓋体突設片基部８２ｃ等を、図示矢印方向
に向かって下降して装着する。当該装着が完了すると、上述したように、装着姿勢を一定
に維持されるようになっている。このとき、本実施例の、蓋体突設片８２は、ケース基体
７０とケース蓋体８０が組み合わされて閉止したとき、基体突設片７２と対向状態となる
よう構成されている。
【００４４】
　次いで、基体突設片７２と蓋体突設片８２が対向状態となると、ＩＣタグシール６０を
基体シール貼付部７２ｂの図示裏面側から、蓋体シール貼付部８２ｂの表面側に跨って、
図６（Ｂ）に示す状態で貼付する。貼付の際には、上述したように浅底の溝状に形成され
た基体シール貼付部７２ｂと蓋体シール貼付部８２ｂの領域内に、これを目安として行う
。本実施例では、ICタグシールのICチップ６０ａが、基体シール貼付部７２ｂと蓋体シー
ル貼付部８２ｂの境界に位置するように貼付するようにしている。
　このように、本実施例の基体突設片７２は、基体突設片７２と蓋体突設片８２とが対向
状態となったとき、ＩＣタグシール６０を該両突設片に跨って貼付するための基体シール
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貼付部７２ｂを備え、蓋体突設片８２は、基体突設片７２と蓋体突設片８２とが対向状態
となったとき、ＩＣタグシール６０を該両突設片に跨って貼付するための蓋体シール貼付
部８２ｂを備えるものである。
【００４５】
　さらに、本実施例では、蓋体シール貼付部８２ｂは、該蓋体シール貼付部８２ｂを備え
た蓋体突設片８２に対して、左蓋体カバー支持部８４ａ及び右蓋体カバー支持部８４ｂを
残して変位することが可能な本発明の可動シール貼付部である。また、基体シール貼付部
７２ｂは、該基体シール貼付部７２ｂを備える基体突設片７２に対して、一体的に備えら
れることで固定された本発明の固定シール貼付部である。
【００４６】
　ＩＣタグシール６０の貼付が完了すると、次に、シールカバー６５を図７（Ａ）の図示
矢印方向に下降させて、対向状態にある基体突設片７２と蓋体突設片８２を外部に対して
被覆するように装着する。シールカバー６５は、本発明のカバー部材である。上述したよ
うに、装着完了位置まで下降すると、左ガイド弾性部９４ａと係止部６５ａが係止され、
右ガイド弾性部９５ａと係止部６５ｂが係止される。すなわち、蓋体シール貼付部８２ｂ
を備えた蓋体突設片基部８２ｃと一体的に固着された左ガイド弾性部９４ａと右ガイド弾
性部９５ａが、係止部６５ａと係止部６５ｂにより係止されることで、シールカバー６５
と蓋体シール貼付部８２ｂは相互に係止されるものである。すなわち、左ガイド弾性部９
４ａと右ガイド弾性部９５ａは、本発明のカバー連動手段を構成する。当該係止状態とな
ると、本発明の基板ケースの封印が完了することになる。なお、当該封印を解除するため
には、シールカバー６５を外す以外に方法はない。
【００４７】
　本発明の要部としての基板ケースは、以上説明してきたように構成されるものであるが
、続いてその作用効果について、図７を参照して説明する。図７は、本実施例における本
発明のカバー部材、固定シール貼付部及び可動シール貼付部の作用を説明する概略説明図
である。
　図７（Ａ）は、上述してきたように、本発明の対向状態にある基体突設片７２と蓋体突
設片８２に対して、外部から被覆するようにシールカバー６５を装着した状態であり、こ
のとき、シールカバー６５と可動シール貼付部としての蓋体シール貼付部８２ｂは、カバ
ー連動手段を介して係止されている。封印を解除するために、図７（Ｂ）に図示する矢印
方向にシールカバー６５を上昇変位させると、これに伴って、左ガイド弾性部９４ａ及び
右ガイド弾性部９５ａに一体的に構成される蓋体突設片基部８２ｃが上昇を開始する。つ
まり、蓋体突設片基部８２ｃに設けられた蓋体シール貼付部８２ｂが上昇変位する。この
とき、ＩＣタグシール６０が蓋体シール貼付部８２ｂから跨って貼付されている基体シー
ル貼付部７２ｂについては、基体本体部７１に固定されており、変位しない。したがって
、シールカバー６５及び蓋体シール貼付部８２ｂがさらに上昇変位を続けると、ＩＣタグ
シール６０は、破断若しくは、蓋体シール貼付部８２ｂの上部に形成される平面部の後方
側辺縁部に応力集中が起こり、この後方側辺縁部に沿って切断される。ＩＣタグシール６
０の破断若しくは切断が発生した後、さらにシールカバー６５を上昇変位させた結果を、
図７（Ｂ）に図示した。ＩＣタグシール６０の破断若しくは切断された状態が痕跡として
残るため、当該封印が解かれたことを容易に視認可能となっている。本実施例ではこのよ
うに、ＩＣタグシール６０の切断に特化した切断機構を備えることなく、ＩＣタグシール
６０を切断するように作用するものである。
　すなわち、蓋体突設片８２及び基体突設片７２を被覆するシールカバー６５を該両突設
片から離脱させると、左ガイド弾性部９４ａ及び右ガイド弾性部９５ａにより蓋体シール
貼付部８２ｂが連動して、基体シール貼付部７２ｂから離脱し、前記両突設片に跨って貼
付されたＩＣタグシール６０を破断させるように作用する。
［実施例２］
【００４８】
　次に、本発明の他の実施例として、実施例２を図８及び図９を参照して説明する。図８
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は、実施例２の基体突設片７２及び蓋体突設片１８２の組み付け状態を説明する概略斜視
図であり、図９は、実施例２における本発明のカバー部材、固定シール貼付部、不動シー
ル貼付部及び可動シール貼付部の作用を説明する概略説明図である。尚、上述した実施例
１と同じ構成については、便宜上同じ符号を付記して説明するか説明を割愛することにし
、ここでは本実施例の要部のみを説明する。
【００４９】
　図８を参照して、実施例２の構成の要部及び組み付け状態を説明する。本実施例の要部
の特徴を端的に示すと、実施例１と比較した場合、実施例１の蓋体突設片基部８２ｃ及び
蓋体シール貼付部８２ｂの下部が、蓋体本体部８１に固定して設けられている点である。
以下、この点を含めて詳述する。
　本実施例では、蓋体本体部８１の外側且つ上部には、一部の構成（左蓋体カバー支持部
１８４ａ、右蓋体カバー支持部１８４ｂ及び不動蓋体突設片１９０ａ）を除いて、蓋体本
体部８１とは別体で構成されて分離可能な、蓋体突設片１８２を備える。
　本実施例の蓋体突設片１８２は、蓋体本体部８１に一体的に設けられた左蓋体カバー支
持部１８４ａ及び右蓋体カバー支持部１８４ｂと、可動蓋体突設片１８２ａと、不動蓋体
突設片１９０ａ、で構成される。
【００５０】
　可動蓋体突設片１８２ａの構成について説明する。可動蓋体突設片１８２ａは、中央に
可動蓋体シール貼付部１８２ｂを備えた可動蓋体突設片基部１８２ｃと、可動蓋体突設片
基部１８２ｃの図示左側端部に設けられた左ガイド部１９４と左ガイド弾性部１９４ａと
、可動蓋体突設片基部１８２ｃの図示右側端部に設けられた右ガイド部１９５と右ガイド
弾性部１９５ａと、で構成される。
　可動蓋体突設片１８２ａの構成は、可動蓋体シール貼付部１８２ｂと可動蓋体突設片基
部１８２ｃの構成以外は、上述した実施例１の構成と符号が異なるのみであるため、説明
は割愛する。可動蓋体突設片基部１８２ｃと可動蓋体シール貼付部１８２ｂの構成も、基
本的には実施例１の蓋体突設片基部８２ｃと蓋体シール貼付部８２ｂの構成と同じである
が、高さが実施例１の概ね半分に減少して形成されている。この場合の可動蓋体シール貼
付部１８２ｂの高さは、ＩＣタグシール６０を貼付した際に、図８（Ｂ）に示すようにＩ
Ｃタグシール６０の下端部が下方にはみ出して貼付出来ない高さに形成されている。
　可動蓋体シール貼付部１８２ｂは、蓋体突設片１８２から離脱可能な本発明の可動シー
ル貼付部である。
【００５１】
　不動蓋体突設片１９０ａの構成について説明する。不動蓋体突設片１９０ａは、蓋体突
設片基部８２ｃと同じ奥行き寸法で形成される厚板状に構成され、その高さは、実施例１
の蓋体突設片基部８２ｃと本実施例の可動蓋体突設片基部１８２ｃとの差で構成される。
すなわち、可動蓋体突設片１８２ａを不動蓋体突設片１９０ａの不動蓋体突設片基部１９
０ｃの上面部に載置した際に、可動蓋体シール貼付部１８２ｂと基体シール貼付部７２ｂ
が同じ高さとなるように構成されている。また、不動蓋体突設片基部１９０ｃの前面部に
は、可動蓋体シール貼付部１８２ｂと同様に不動蓋体シール貼付部１９０ｂが形成されて
いる。そして、該不動蓋体突設片１９０ａは、蓋体本体部８１に固定して設けられている
。
　不動蓋体シール貼付部１９０ｂは、蓋体突設片１８２から離脱不能すなわち、蓋体突設
片１８２に固定された本発明の不動シール貼付部である。したがって、本実施例の蓋体突
設片１８２のシール貼付部は、可動シール貼付部としての可動蓋体シール貼付部１８２ｂ
と、不動シール貼付部としての不動蓋体シール貼付部１９０ｂで構成され、可動蓋体シー
ル貼付部１８２ｂと不動蓋体シール貼付部１９０ｂが組み合わされた状態において、ＩＣ
タグシール６０を所定の適正な状態に貼付することが可能な構成となっている。
　なお、本実施例における蓋体シール貼付部は、可動蓋体シール貼付部（可動シール貼付
部）１８２ｂと不動蓋体シール貼付部（不動シール貼付部）１９０ｂで構成されるもので
ある。
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【００５２】
　このように構成された基体突設片７２及び蓋体突設片１８２等の組み付け方法、封印方
法等について説明する。
　図８（Ａ）に示す状態までは実施例１と同様なので省略し、当該状態から可動蓋体突設
片１８２ａを図示矢印方向に下降させて、実施例１の場合と同様に所定の装着姿勢を維持
可能に装着する。このとき、可動蓋体突設片基部１８２ｃの下端部と不動蓋体突設片基部
１９０ｃの上面部が当接するようになる。次いで、ＩＣタグシール６０を、基体シール貼
付部７２ｂの裏面側から、可動蓋体シール貼付部１８２ｂ、さらには不動蓋体シール貼付
部１９０ｂまで跨って貼付する。このとき、ＩＣタグシール６０は、本発明の固定シール
貼付部から、可動シール貼付部及び不動シール貼付部までに、跨って貼付されていること
になる。
【００５３】
　ＩＣタグシール６０の貼付作業がこのように完了すると、次に基体突設片７２及び蓋体
突設片１８２を被覆するシールカバー６５を装着する。この作業も実施例１と同様で、所
定の装着位置まで到達すると、カバー連動手段としての左ガイド弾性部１９４ａと右ガイ
ド弾性部１９５ａが係止部６５ａ、６５ｂに係止され、これにより間接的にシールカバー
６５と可動シール貼付部としての可動蓋体シール貼付部１８２ｂが互いに係止される。当
該係止が完了したことによって、本実施例の基板ケース（ケース基体７０とケース蓋体８
０）は封印（封止）状態となり、当該状態から開封するためには、シールカバー６５を取
り外すことが必要となる。
【００５４】
　こうして封印された基板ケースの開封時に為される本実施例要部の作用について、説明
する。
　封印状態を示す図９（Ａ）の状態から、開封するためにシールカバー６５を、図９（Ｂ
）に図示した矢印方向に向かって上昇変位させることにより、基体突設片７２及び蓋体突
設片１８２から離脱させると、これに伴って、左ガイド弾性部１９４ａ及び右ガイド弾性
部１９５ａに一体的に構成される可動蓋体突設片基部１８２ｃが上昇を開始する。同時に
、可動蓋体突設片基部１８２ｃに設けられた可動蓋体シール貼付部１８２ｂが上昇変位す
る。
　このとき、ＩＣタグシール６０が跨って貼付されている、不動蓋体シール貼付部１９０
ｃ、可動蓋体シール貼付部１８２ｂ、及び基体シール貼付部７２ｂのうち、不動蓋体シー
ル貼付部１９０ｃは蓋体本体部８１に固定されており、基体シール貼付部７２ｂは基体本
体部７１に固定されており、変位しない。
　したがって、シールカバー６５並びに可動蓋体シール貼付部１８２ｂがさらに上昇変位
を続けると、本実施例のＩＣタグシール６０は、実施例１と異なって、ＩＣタグシール６
０の破断（切断）が異なる２箇所において発生するようになっている。詳述すると、一方
においては実施例１と同様に、可動蓋体シール貼付部１８２ｂの上部に形成される平面部
の後方側辺縁部に応力集中が起こり、この後方側辺縁部に沿って切断される。この破断に
よる結果として、ＩＣタグシール６０の破断部の一方（他方は前方視である図９（Ｂ）で
は視認不能）のみをシール破断部６２ａとして示した。
　他方、ＩＣタグシール６０の、不動蓋体シール貼付部１９０ｂと可動蓋体シール貼付部
１８２ｂに跨って貼付された箇所において、もう一つの破断が発生する。不動蓋体シール
貼付部１９０ｂが蓋体本体部８１に固定されているのに対して、変位可能な可動蓋体シー
ル貼付部１８２ｂが離脱すると、蓋体突設片１８２のシール貼付部に貼付されたＩＣタグ
シール６０の破断が発生する。この破断による結果として、シール破断部６２ｂと６２ｃ
を図示した。
　ＩＣタグシール６０の破断若しくは切断が発生した後、さらにシールカバー６５を上昇
変位させた結果を、図９（Ｂ）に図示した。ＩＣタグシール６０の破断若しくは切断され
た状態が痕跡として残るため、当該封印が解かれたことを容易に視認可能となっている。
本実施例ではこのように、ＩＣタグシール６０の切断に特化した切断機構を備えることな
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く、ＩＣタグシール６０を切断するように作用するものであると共に、複数箇所において
ＩＣタグシール６０の破断が発生し、当該痕跡がより視認し易くなっている。さらにいえ
ば、本実施例の構成によって、複数の方向からでも破壊痕跡を視認可能となる。つまり、
図９（Ｂ）の上方から確認した場合、シール破断部６２ａや図示しないシール破断部６２
ａに対応した破断部によって、開封が行われたことを確認可能であり、また、図９（Ｂ）
の前方から確認した場合、シール破断部６２ｂ、６２ｃによって、開封が行われたことを
確認可能となっている。
　このように本実施例では、蓋体突設片１８２に設けられる蓋体シール貼付部を、可動シ
ール貼付部としての可動蓋体シール貼付部１８２ｂと不動シール貼付部としての不動蓋体
シール貼付部１９０ｂで構成し、封印を解除する際に、蓋体突設片１８２及び基体突設片
７２を被覆するカバー部材としてのシールカバー６５を該両突設片から離脱させると、可
動蓋体シール貼付部１８２ｂは不動蓋体シール貼付部１９０ｂから離脱し、蓋体突設片１
８２に設けられる蓋体シール貼付部に貼付されたＩＣタグシール６０を破断させるもので
ある。
【００５５】
　以上、本発明に係る実施例を説明してきた。しかし、本発明の技術思想の範囲内であれ
ば、これに限定するものではない。
　例えば、実施例１では、本発明の固定シール貼付部として基体シール貼付部７２ｂを、
また可動シール貼付部として蓋体シール貼付部８２ｂを例示したが、逆に、固定シール貼
付部として蓋体シール貼付部８２ｂで、また可動シール貼付部として基体シール貼付部７
２ｂにより構成しても良い。このようにすることにより、遊技機に取り付けられた状態で
開封の確認をする際に、確認が容易となる状態に適宜変更可能である。
【００５６】
　同様に、実施例２では、本発明の基体シール貼付部を、可動シール貼付部としての可動
蓋体シール貼付部１８２ｂと、不動シール貼付部としての不動蓋体シール貼付部１９０ｂ
と、で構成したものを例示したが、逆に、本発明の蓋体シール貼付部を可動シール貼付部
と不動シール貼付部とで構成するようにしても良い。このようにすることにより、遊技機
に取り付けられた状態で開封の確認をする際に、確認が容易となる状態に適宜変更可能で
ある。
【００５７】
　なお、実施例１及び実施例２において、基体突設片基部７２ｃ、蓋体突設片基部８２ｃ
、及び可動蓋体突設片基部１８２ｃを、所定の高さまで薄板状に立ち上がり形成され、次
いで略直角に折れ曲がって平面部が形成されてなる、断面略逆Ｌ字の薄板状に形成されて
いる例を示したが、これに限定することは無い。例えば、断面略逆Ｌ字の薄板状とするこ
とで形成される内部空間を備えない、つまり前記平面部の奥行き寸法を厚みとする、略厚
板状に形成された構成であっても良い。このように構成することにより、可動シール貼付
部が変位して基体突設片或いは蓋体突設片から離脱する際に、ＩＣタグシールを破断する
上で発生する荷重によって上記した各突設片基部が変形或いは破損することなくＩＣタグ
シールを破断することが可能となる。また、ＩＣタグシールの貼付作業においても、各突
設片基部が堅牢であることにより、作業性、正確性が向上する。
【００５８】
　また、各シール貼付部の構成として、ＩＣタグシールの幅より僅かに大きな寸法で設定
された浅い溝状に形成され、これにより、ＩＣタグシールの左右方向の貼付位置の目安と
なる構成を例示したが、これに加えて、前後方向の貼付位置の目安となる機能を備えたも
のでも良い。例えば、ＩＣタグシールの少なくとも前または後端部の貼付位置の目安とな
るラインを備えるものや、前記貼付位置となる箇所を終点として前記溝部を終了させてそ
こから先を起伏させるもの、などでも良い。このようにすることで、貼付されたＩＣタグ
シールのＩＣチップの位置が前後方向で常に一定となるため、ＩＣタグシールの機能の低
下の程度を一定にすることが可能となる。また、予め貼付される所定の前後位置を設定し
ておけば、破断（切断）されるアンテナ部の位置が自ずから決まり、ＩＣチップに可能な
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ンテナ部の残部を極力短くすることが可能となり、ＩＣタグシールの機能の低下を効果的
に実現可能となる。
【００５９】
　また、実施例２の可動蓋体シール貼付部（可動シール貼付部）１８２ｂと、不動蓋体シ
ール貼付部（不動シール貼付部）１９０ｂの上下方向の高さは略同じ程度に設定されてい
る例を示したが、これに限定するものではない。寧ろ、可動蓋体シール貼付部（可動シー
ル貼付部）１８２ｂと不動蓋体シール貼付部（不動シール貼付部）１９０ｂにおけるＩＣ
タグシール６０の貼付力（貼着力、接着力）が均等となるような構成が望ましい。例えば
、可能な限り、不動蓋体シール貼付部（不動シール貼付部）１９０ｂにおけるＩＣタグシ
ールの貼付面積を大きくするために、不動蓋体シール貼付部（不動シール貼付部）１９０
ｂの高さを大きく設定する方法が望ましい。或いは、前記貼付力に依存せず、他の固着方
法（別構成のシール端部固着手段として、抑え部材や螺着構成など）により固定する方法
でも良い。ＩＣタグシール６０の前側端部が確実に破断して不動蓋体シール貼付部（不動
シール貼付部）１９０ｂに残留出来れば良い。このようにすることで、可動蓋体シール貼
付部（可動シール貼付部）１８２ｂが不動蓋体シール貼付部（不動シール貼付部）１９０
ｂから離脱するに伴って、不動蓋体シール貼付部（不動シール貼付部）１９０ｂ側に貼付
された部分の貼付力が、破断力より小さく、これにより破断を発生しない状態を回避する
ことが出来るため、確実に複数方向から封印解除の痕跡を確認することが可能となる。
【００６０】
　また、上述した実施例の可動シール貼付部としての蓋体シール貼付部８２ｂ、及び可動
蓋体シール貼付部１８２ｂは、上部且つ後方の辺縁部が左右方向に直線状に形成されてい
るが、これが波形状、山形状等で形成されても良い。このようにすることにより、破断（
切断）後のＩＣタグシールのシール破断部６２ａの形状が前記波形状や山形状に形成され
、破断したことを一目瞭然に視認することが可能となる。
【００６１】
　さらに、上述した実施例では、ＩＣタグシールが貼付された際にＩＣチップが載置され
る蓋体シール貼付部と基体シール貼付部の高さを同じにしたが、僅かに異ならせて相互に
段差を形成するようにしても良い。このようにすることで、ＩＣタグシールを貼付する際
に、前記段差を手指によってＩＣタグシールを介して認識可能となり、ＩＣチップが所定
の配置位置となっているかを容易に確認可能となる。
【符号の説明】
【００６２】
２０：　主制御装置（基板ケース）
６０：　ＩＣタグシール
６５：　シールカバー（カバー部材）
７０：　ケース基体
７２：　基体突設片
７２ｂ：　基体シール貼付部（固定シール貼付部）
８０：　ケース蓋体
８２：　蓋体突設片
８２ｂ：　蓋体シール貼付部（可動シール貼付部）
９４ａ：　左ガイド弾性部（カバー連動手段）
９５ａ：　右ガイド弾性部（カバー連動手段）
１８２：　蓋体突設片
１８２ｂ：　可動蓋体シール貼付部（可動シール貼付部）
１９０ｂ：　不動蓋体シール貼付部（不動シール貼付部）
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